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1.はじめに 

情報通信技術(IT)及びIT社会を巡る状況

は,急激に変化しつつあります。この IT 革

命に対応し,一人でも多くの国民がインタ

ーネットを使えるようになるよう,必要な

基礎技能習得のための方策を推進すること

は,喫緊の課題となっています。 

このため,政府では,「IT 普及国民運動」

を図ることとし,関連する諸施策が平成 12

年度補正予算に盛り込まれました。ここで

は,総務省が展開する「IT 基礎技能講習の推

進」について御紹介します。 

 

 

2.IT 講習推進特例交付金 

平成12年 10月 19日に決定された経済対

策「日本新生のための新発展政策」では,e-

Japan 構想の推進が最重要課題として位置

付けられています。この IT 利用技術の向上

策について,次のような記述がみられます。 

〈IT 基礎技能の出来る限り早期の普及を

図る観点から,学校,公民館,図書館,地方公

共団体の庁舎及び施設,その他民間の施設

等を利用して行うIT基礎技能講習において,

国民の自発的な参加,地方公共団体の創意 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工夫,機動的かつ円滑な講習の供給等によ

り,約 550 万人程度の者が受講できるよう,

政府としても,特例的に,事業の実施に向け

て支援を行う。〉 

この施策の具体化を図るため,「IT 講習推

進特例交付金」の創設が平成 12 年度補正予

算に盛り込まれました。 

 

 

3.交付金の考え方 

住民がITの基礎技能を身につけることは,

電子自治体の実現のための必須条件であり,

また,すでに,多くの地方公共団体において

独自に実施されているIT講習の拡充を図る

ことを国の施策として行おうとするのが,

このIT講習推進特例交付金(約545億円)で

す。 

 

 

4.交付金のしくみ 

IT 講習推進特例交付金は,地方公共団体

がIT講習の開催を推進する事業に充てる都

道府県への交付金です。事務費のほか,事業

費については,成人人口と講習場所となる

施設数といった客観的基準に基づき配分さ 

特集 

□IT 基礎技能講習の推進について 

総務省自治行政局 IT 講習推進室 

消防防災情報に関する 

情報システムの新潮流(1) 
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れます。 

都道府県は,講習事業の実施に係る経費

の全額に充てるほか,市町村が講習事業を

実施する場合には,10 分の 10 相当の補助金

を交付します。 

受講希望者は,講習を実施する都道府県・

市町村に申し込み,講習を受講することと

なります。 

 

 

5.交付金を充てることができる事業 

交付金を充てることのできる事業は,次

に掲げる都道府県の事業としています。 

① ②及び③の事業の実施のために設置

する基金の造成 

② IT 基礎技能講習事業 

③ IT 基礎技能講習事業を行う市区町村 

(広域連合及び一部事務組合を含みます)

に対する補助事業 

この場合における「IT 基礎技能講習」は,

次に掲げる要件をすべてを満たすものとし

ています。 

a.受講者に IT 基礎技能(パソコンの基本

操作,文書の作成,インターネットの利用

及び電子メールの送受信に係る技能)を

習得させることを目的として新たに実施

されるものであること。 

b.時間数(基礎技能を超える技能の習得

と一体となって行われる講習にあっては,

基礎技能に係る部分の時間数)が 12 時間

程度のものであること。 

c.成人(満20歳以上の者)を対象とするも

のであること。 

 

 

6.交付金等を充てることができる経費 

この事業において交付金,市区町村補助

金,基金を処分した資金及び資金を処分し

て充てた市区町村補助金を充てることがで

きる経費は,次のとおりです。 

①講習事業費 

受講通知の郵送料,講師の謝金・旅費,通

信回線の使用料,ソフトウェアの利用料,受

講手引きの作成費,管理要員の賃金,民間施

設の使用料等(受講者の所有物となる教材

費等受講者が負担する経費を除きます) 

②講習事務費 

実施日時・場所の決定・広報,講師の確保,

受講者の募集,受講申込みの受付等 

③都道府県協議調整事務費 

講習事業主体間の調整等を行う協議会の

運営,教材に係る情報交換や調整,住民への

事業の広報等 

④市区町村協議調整事務費 

協議会への参加,県との連絡調整等 

 

 

7.現況(実績) 

平成 13 年 1 月より本交付金による IT 基

礎技能講習が全国で始まっています。平成

12 年度第 4四半期(平成 13 年 1～3月)の実

績は,次のとおりです(詳細は表 1 を参照)。 

①開設講座数 5,535 講座 

②応募者数 275,121 人(平均倍率 2.73 倍) 

④ 受講者数 109,603 人 

現段階ではありますが,応募者数の平均

倍率を見る限り,IT 基礎技能 u 習に関する

住民の関心の高さがうかがえます。平成 13

年度に入り,全国各地域で本格的に取り組

みがなされているところです。 
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8.おわりに 

総務省としては,文部科学省等と連携し,

政府広報等によるIT基礎技能講習事業の紹

介のほか,地方公共団体が交付金を効果的

に活用し円滑に事業を推進することができ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るよう,必要な支援,助言,情報の提供を行

っているところです。 

これにより,約 550 万人の住民の方に IT

基礎技能を習得していただけるよう,最大

限の努力をしてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


